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当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の更新について 

 

当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）は、本年開催の第 133 回定時株主総会の終結

の時をもって有効期間満了をむかえます。これをうけて当社取締役会では、当社株式の大量取得行為に

関する対応策（買収防衛策）の更新を株主総会に付議することを決議いたしましたので、お知らせいた

します。 

 当社は、平成 22 年６月 24 日開催の第 127 回定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただき、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、当社株式の大量取得

行為に関する対応策（買収防衛策）を導入いたしました。その後、平成 25 年６月 25 日開催の第 130 回

定時株主総会において、所要の変更を行ったうえで、買収防衛策更新について株主の皆様のご承認をい

ただいており（以下「旧プラン」といいます。）、旧プランの有効期間は当社の第 133 回定時株主総会の

終結の時までとされています。 

当社は、旧プランの有効期間満了を受け、旧プランの更新について検討してまいりました結果、旧プ

ラン導入後の実務の動向等を踏まえ、平成28年５月10日開催の取締役会において、第133回定時株主総会

における株主の皆様のご承認を条件として、旧プランの内容を一部変更したうえ（以下、変更後のプラ

ンを「本プラン」といいます。）、更新することを決定いたしましたので、以下のとおりお知らせいたし

ます。 

旧プランからの主な変更点は、次の通りです。 

①平成 28 年４月１日付で施行された「日本信号グループ理念」の導入を踏まえた文言の変更を行いま

した。 

②独立委員会委員の任期満了に伴い、新たな独立委員会委員として、龍野廣道氏、伊藤哲朗氏、後藤 

弘子氏の３名を選任しました。 

③その他所要の修正を行いました。 

 なお、現時点におきまして、当社が特定の第三者から大量取得行為を行う旨の通知又は提案を受けて

いる事実はありません。平成 28 年 3 月 31 日現在における当社の大株主の状況は、別紙３「当社の大株

主の状況」のとおりです。 
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当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策） 

 

一．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下「基本方針」とい

います。）の内容 

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主の皆様の自由な

意思に基づき行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式について大量買付がな

される場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、一概にこれを

否定するものではありません。 

しかしながら、わが国の資本市場においては近年、対象となる企業の経営陣との協議や合意等の

プロセスを経ることなく、一方的に大量買付行為又はこれに類似する行為を強行する動きが見られ、

こうした大量買付行為の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明

白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締

役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提

案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な

条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株

主共同の利益に資さないものも少なくありません。 

これに対し当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、“私たちは「安全と信頼」

の優れたテクノロジーを通じて、より安心、快適な社会の実現に貢献します”という日本信号グル

ープ理念や、後述二.1. (2)に示す当社の企業価値ひいては株主共同の利益の源泉を十分に理解し、

ステークホルダーであるお客様、株主の皆様、協力企業の皆様、地域社会の皆様、従業員との信頼

関係を維持し、こうしたステークホルダーの方々の期待に応えていきながら、中・長期的な視点に

立って当社の企業価値ひいては株主共同の利益を維持、向上させるものでなければならないと考え

ております。 

したがって、当社といたしましてはこのような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さな

い大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、この

ような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗手段を講じることにより、当社の企業価

値ひいては株主共同の利益を確保することを基本方針としております。 

 

二．基本方針の実現に資する特別な取組み 

1. 当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に向けた取組みについて 

(1) 当社グループの経営理念及び基本的な事業運営の考え方 

当社は、昭和４年２月に営業を開始して以来、一貫して交通インフラの分野に携わり、“私たち

は、「安全と信頼」の優れたテクノロジーを通じて、より安心、快適な社会の実現に貢献します”

という日本信号グループ理念のもと、平成28年２月には創業87周年を迎えました。 

このように、公共性の高い事業分野において、永年に亘り社会に製品を提供し続けてきた企業

として、当社は常に重い社会的責任と公共的使命を担っております。そのため、高い専門的技能

と厳格な倫理教育を背景とした製品品質の管理、より安全・快適な交通インフラを支える新製品

開発はもちろんのこと、人命にかかわる製品を製造していることに十分留意した長期的な視点に



3 

 

立脚した事業運営が不可欠であると考えます。 

一方、鉄道信号・道路交通信号システムの専門メーカーとして蓄積したコア技術、ノウハウを

応用した新事業の創造に果敢に挑戦し、企業の持続的な成長に常に取り組まねばならないと考え

ております。特に、駅務自動化装置と駐車場管理システムは現在の当社の業績を支える柱のひと

つになるまでに成長した新事業の好例であります。 

現在では、「ビジョナリービジネスセンター(ＶＢＣ)事業」として、微細加工技術により実現

した共振ミラー「ＥＣＯ ＳＣＡＮ」を取り扱うＭＥＭＳ事業、遠隔・非接触による不明物検出ソ

リューションを提供するＥＭＳ事業等を成長・発展させる方向で取り組んでおります。 

 

当社の事業内容をまとめると以下のとおりです。 

・鉄道信号事業 

ＣＴＣ（列車集中制御装置）等の「運行管理装置」、ＡＴＣ（自動列車制御装置）、ＡＴＳ

（自動列車停止装置）、ＡＴＯ（自動列車運転装置）等の「列車制御装置」、さらに転てつ機

や信号灯器を制御する「連動装置」、「旅客案内表示システム」等の製品を中核として、鉄道

の安定・安全運行を支えております。また、アジアを中心とした海外展開に対しても積極的に

取り組んでおります。 

 

・交通情報システム事業 

道路交通信号機を制御する「交通管制システム」、事故や渋滞、交通情報を表示する「道路

交通情報提供システム」といった製品を中核として、交通事故の減少、交通渋滞の緩和に取り

組んでおります。 

 

・ＡＦＣ事業 

自動改札機や自動券売機、自動精算機等の「駅務自動化装置」により、駅務の自動化・高速

化を実現すると共に、ＳｕｉｃａやＰＡＳＭＯ等のＩＣカードを媒介とした交通のシームレス

化に貢献しております。また、航空関連の市場、海外市場にも進出している一方、無線利用の

個体識別技術を応用した各種ソリューションの提供やホームゲートによる駅ホームの安全性向

上に取り組んでおります。 

 

・情報システム事業 

「駐車場管理システム」や「駐輪場管理システム」により、お客様の多様なニーズに対応し

た駐車場・駐輪場に関する各種ソリューションシステムを提供し、主に都市部における路上駐

車・迷惑駐車の減少に貢献しております。次代の当社事業の柱のひとつとなることを目指す「Ｖ

ＢＣ」事業等の事業活動にも取り組んでおります。 

 

(2) 当社の企業価値ひいては株主共同の利益の源泉について 

当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の源泉は、ⅰ）安全・快適な交通運輸インフ

ラを永年に亘り支えてきた「技術・品質力」、ⅱ）公共性の高い仕事に携わる者として強い誇り
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と使命感を持った「人材力」、ⅲ）鉄道信号・道路交通信号システムで培ったコア技術・ノウハ

ウを応用した新製品の「開発力」にあると考えます。 

当社の企業価値ひいては株主共同の利益の源泉を向上させる具体的な取り組みとしては、主に

以下の施策を実行しております。 

・事業体制や生産体制、グループ体制の見直し、そして経営情報インフラとしてのＥＲＰの導入・

運用による経営の意思決定のスピードアップ及び業務品質の向上に継続的に取り組み、市場競

争力の強化及び顧客満足度のより一層の向上を目指しております。 

・優秀な人材の採用に努めるのはもちろんのこと、人材育成の面から、モチベーションと技能の

向上を目的とした人事制度の構築・運用に取り組んでおります。 

・技術開発体制と市場開発体制の２つの体制が相互に連携して研究開発を推進する体制をとるこ

とにより、一層の研究開発の充実を目指しております。 

 

(3) 長期経営計画「Vision-2020 3E」 

当社は、今後も「安全と信頼」を社会に提供する企業として存続し、全てのステークホルダー

の皆様の満足度をより向上させていかねばならないと考えております。その具体的な取組みとし

て、企業理念に基づく明確なビジョンと将来像及び実現計画の立案が必須と考え、平成21年度

(2009年度)から平成32年度（2020年度）までの12年間の指針として長期経営計画「Vision-2020 3E」

を策定し、遂行中であります。 

本計画は、 

① 品質向上・高付加価値製品の開発に継続的に取り組むことによって国内既存事業により得られ

た利益を、成長事業領域である海外市場ならびに新規事業に投資し、事業拡大サイクルを構築

する「事業成長」 

② 環境変化に迅速に対応できる事業体制の構築、グループ企業の自立化、意思決定の迅速化、管

理精度の向上等の構造改革により実現する「品質第一」 

を主な柱として、企業価値の高いサスティナブルな成長企業となることを最終目標としておりま

す。 

 

(4) 利益還元の考え方 

当社は、交通インフラに携わる企業としての責任を果たすことにより、長期的視野に立った安

定的な収益構造と経営基盤の確立、ならびに財務体質の強化を図り、株主の皆様に対しましては

安定的な配当の継続と業績に応じた利益還元を実施してまいります。 

 

2. 企業価値ひいては株主共同の利益向上の基盤となる仕組み（コーポレート・ガバナンスの整備） 

当社グループは、全てのステークホルダーの皆様を重視した経営を行い、皆様にご満足いただき、

社会に貢献していくことをコーポレート・ガバナンスの基本方針といたしております。この基本に

忠実に取り組むため、当社グループは、コーポレート・ガバナンスの強化ならびに経営環境の変化

に柔軟かつ迅速に対応できる経営機構の充実を図ることを目的とし、経営の構造改革を継続して推

進しております。 
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三．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み 

1. 本プラン導入の目的 

本プランは、上記一．に記載した基本方針に沿って、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

確保し、向上させる目的をもって導入されるものです。 

当社取締役会は、当社株式に対する大量買付が行われた際に、当該大量買付に応じるべきか否か

を株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案等を提案するために必要な時

間及び情報を確保すると共に、株主の皆様のために大量買付者と協議・交渉を行うこと等を可能と

することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量買付を抑止するための枠組

みが必要不可欠であると判断しました。 

そこで、当社取締役会は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の

決定が支配されることを防止するための取組みの一環として、本プランを導入することを決定いた

しました。 

 

2. 本プランの内容 

(1) 本プランの概要 

(a) 本プランに係る手続 

本プランは、当社の株券等（具体的には下記(2)(a)「対象となる買付等」にて定義します。）

に対する買付もしくはこれに類似する行為またはそれらの提案（以下「買付等」といい、具体的

には下記(2) (a)「対象となる買付等」にて定義します。）が行われる場合に、買付者（具体的

には下記(2) (a)「対象となる買付等」にて定義します。）に対し、事前に当該買付等に関する

情報の提供を求め、当該買付等についての情報収集・検討等を行う時間を確保した上で、株主の

皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者との交渉等を行っていくための手続を

定めています（下記(2)「本プランに係る手続」をご参照ください。）。なお、買付者には、本

プランに係る手続を遵守いただき、本プランに係る手続の開始後、当社取締役会が本新株予約権

の無償割当ての実施または不実施に関する決議を行うまでの間、買付等を進めてはならないもの

としております。 

 

(b) 新株予約権の無償割当ての利用 

買付者が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う等、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益が毀損されるおそれがあると認められる場合（その要件の詳細については

下記(3)「本新株予約権の無償割当ての要件」をご参照ください。）には、当社は当該買付者及

び買付者の特定株主グループ（具体的には下記(2) (a)「対象となる買付等」にて定義します。

以下「買付者等」といいます。）による権利行使は認められないとの行使条件及び当社が当該買

付者等以外の者から当社株式と引き換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された新株

予約権（その主な内容は下記(4)「本新株予約権の無償割当ての概要」にて後述するものとし、

以下「本新株予約権」といいます。）をその時点の全ての株主に対して新株予約権無償割当ての

方法（会社法第277条以降に規定されます。）により割り当てます。 
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(c) 取締役の恣意的判断を排するための独立委員会の利用 

本プランにおいては、原則として、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の

判断について、取締役の恣意的判断を排するため、独立委員会規則（その概要については別紙１

をご参照ください。）に従い勧告される、当社経営陣から独立した企業経営等に関する専門的知

識を有する者のみから構成される独立委員会の判断を尊重するとともに、株主の皆様に適時に情

報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。 

独立委員会は、独立性の高い３名により構成されます。その委員の氏名及び略歴は別紙２のと

おりです（独立委員会委員の選任基準、決議要件及び決議事項については別紙１をご参照くださ

い。）。 

 

(d) 本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得 

本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、買付者等以外の株主の皆様により本新

株予約権が行使された場合、または当社による本新株予約権の取得と引き換えに、買付者等以外

の株主の皆様に対して当社株式が交付された場合、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合

は希釈化される可能性があります。 

 

(2) 本プランに係る手続 

(a) 対象となる買付等 

本プランは、特定株主グループ[1]の議決権割合[2]が20％以上となるまたは20％以上とすること

を目的とする、当社が発行者である株券等[3]の買付行為もしくはこれに類似する行為またはこれ

らの提案（当社取締役会が友好的と認めるものを除き、市場内外取引、公開買付け等の買付方法

の如何を問いません。本プランにおいて「買付等」といいます。）を適用対象とします。当該買

付等を行う者（以下「買付者」といいます。）には、予め本プランに定められる手続に従ってい

ただくこととします。 

 

 (b) 買付者に対する情報提供の要求 

買付者は、当社取締役会が友好的な買付等であると認めた場合を除き、当該買付等の実行に先

立ち、当社取締役会に対して、下記の各号に定める情報（以下「本必要情報」といいます。）、

及び当該買付者が買付等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した

書面（以下「買付説明書」と総称します。）を当社の定める書式により提出していただきます。 

当社は、本プランに基づく手続が開始された場合、その旨をすみやかに開示します。 

当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを独立委員会に提供するものとし

ます。独立委員会は、これを受けて、当該買付説明書の記載内容が不十分であると判断した場合

には、直接または間接に、買付者に対し、適宜回答期限を定めた上、本必要情報等を追加的に提

出するよう求めることがあります。この場合、買付者においては、当該期限までに、かかる本必

要情報等を追加的に提供していただきます。 

なお、買付説明書の提出及び本必要情報等の追加的な提出における使用言語は日本語に限りま

す。 



7 

 

記 

 

① 買付者等の詳細（具体的名称、資本構成、財務内容、当該買付等による買付等と同種の取引

の経験及びその結果、当該過去の取引が対象会社の企業価値に与えた影響等を含みます。） 

② 買付者等と当社の主要取引先との間の、従前の取引関係及び競合関係 

③ 買付等の目的、方法及び内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関連する取引の

仕組み、買付等の方法の適法性、買付等の実現可能性に関する情報等を含みます。） 

④ 買付等の価額の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報、

買付等に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容、及びそのうち少数

株主に対して分配されるシナジーの内容等を含みます。） 

⑤ 買付等の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調達方

法、関連する取引の内容等を含みます。） 

⑥ 買付等の後の当社の経営方針、事業計画、資本政策、配当政策及び企業価値向上のための施

策 

⑦ 買付等の後における当社の従業員、取引先、顧客その他の当社に係る利害関係者に対する対

応方針 

⑧ 買付者が有する当社株式に係る株式売却や議決権行使等に関する第三者との取り決め 

⑨ 当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策 

⑩ その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

[1] (i)当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者（金融商品取引法第27条の23第３項

に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。）及びその共同保有者（金融商品取引法第27条の23第５項に規定する

共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。以下同じとします。）ならびに当該保有者との間で

または当該保有者の共同保有者との間で保有者・共同保有者間の関係と類似した一定の関係にある者（以下「準共同保有者」といい

ます。）、または(ii)当社の株券等（金融商品取引法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（金融商品取引

法第27条の２第１項に規定する買付け等をいいます。）を行う者（以下「大規模買付者」といいます。）及びその特別関係者（金融

商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。）をいいます。 

 

[2] (i)上記注1(i)の場合は、当該保有者及びその共同保有者の株券等保有割合（金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保

有割合をいいます。）ならびに準共同保有者の株券等保有割合（金融商品取引法第27条の23第４項に準じて算出します。但し、保有

者及びその共同保有者の株券等保有割合と重複する場合は控除します。）をいい、(ii)上記注1(ii)の場合は、大規模買付者及びそ

の特別関係者の株券等所有割合(金融商品取引法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。)をいいます。なお、株券

等保有割合及び株券等所有割合の算出に当たっては、有価証券報告書、四半期報告書その他金融商品取引法に基づき当社が提出した

ものを参照することができるものとします。 

 

[3] 上記注1(i)の場合は、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいい、上記注1(ii)の場合は、金融商品取引法第27条の

２第１項に規定する株券等をいいます。 
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なお、独立委員会は、買付者が本プランに定められた手続に従うことなく買付等を開始したもの

と認められる場合には、引き続き買付説明書の提出を求めて買付者と協議・交渉等を行うべき特段

の事情がある場合を除き、原則として、下記(d)①記載のとおり、当社取締役会に対して、本新株

予約権の無償割当てを実施することを勧告します。 

 

(c) 買付等の内容の検討・買付者との交渉・代替案の検討 

① 当社取締役会に対する情報提供の要求 

独立委員会は、買付者から買付説明書及び独立委員会から追加的に提出を求められた本必要情

報が提出された場合、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上という観点から買付

説明書及び追加的な本必要情報の内容と当社取締役会の事業計画、当社取締役会による企業評価

等との比較検討等を行うために、当社取締役会に対しても、当社取締役会による情報収集や企業

評価等の検討（必要に応じ、外部専門家による検討を含みます。）等に必要な時間を考慮して適

宜回答期限（原則として60日を上限とします。なお、かかる期間は、当社取締役会が、外部専門

家による検討結果等を踏まえ、意見、根拠資料その他独立委員会が適宜必要と認める情報・資料

等を提示するのに必要な期間として設定しておりますが、当社取締役会としては可能な限り速や

かに所要の検討を行うことといたします。）を定めた上、買付者の買付等の内容に対する意見（留

保する旨の意見を含むものとします。以下同じとします。）、その根拠資料、代替案その他独立

委員会が適宜必要と認める情報・資料等を提示するよう要求することがあります。 

② 独立委員会による検討作業 

独立委員会は、買付者及び（当社取締役会に対して上記①のとおり情報・資料等の提示を要求

した場合には）当社取締役会からの情報・資料等の提供が十分になされたと独立委員会が認めた

場合、独立委員会は、原則として最長60日間の検討期間（但し、下記(d)③に記載する場合等に

は、独立委員会は最長30日間の範囲内で当該期間の延長・再延長をその決議をもって行うことが

できるものとします。）（以下「独立委員会検討期間」といいます。）を設定します。独立委員

会は、独立委員会検討期間において、買付者の買付等の内容の検討、買付者と当社取締役会の事

業計画等に関する情報収集・比較検討、及び当社取締役会の提供する代替案の検討等を行います。

また、独立委員会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上という観点から当該

買付等の内容を改善させるために必要であれば、直接または当社取締役会を通して間接に、当該

買付者と協議・交渉等を行い、また、当社取締役会の提示する代替案の株主の皆様に対する提示

等を行うものとします。 

独立委員会の判断が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するようになされることを

担保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイ

ザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることが

できるものとします。 

買付者は、独立委員会が、直接または当社取締役会を通して間接に、検討資料その他の情報提

供、協議・交渉等を求めた場合には、速やかにこれに応じなければならないものとします。 

③ 情報開示 

当社は、独立委員会検討期間が開始した事実、当社取締役会が独立委員会に代替案を提示した
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事実及び本必要情報の概要その他の情報のうち独立委員会が適切と判断する事項について、独立

委員会が適切と判断する時点で情報開示を行います。 

 

(d) 独立委員会の勧告 

独立委員会は、買付者が現れた場合において、以下のとおり、当社取締役会に対する勧告等を

行うものとします。なお、独立委員会が当社取締役会に対して下記①から③に定める勧告その他

の決議をした場合その他独立委員会が適切と判断する場合には、当社は、当該勧告または決議の

事実とその概要その他の独立委員会が適切と判断する事項（独立委員会検討期間を延長・再延長

する場合にはその期間及び延長・再延長の理由の概要を含みます。）について、速やかに情報開

示を行います。 

① 本新株予約権の無償割当ての実施を勧告する場合 

独立委員会は、買付者が本プランに定められた手続を遵守しなかった場合、または買付者の買

付等の内容の検討、買付者との協議・交渉等の結果、買付者による買付等が下記(3)「本新株予

約権の無償割当ての要件」に定める要件のいずれかに該当すると判断し、本新株予約権の無償割

当てを実施することが相当であると判断した場合には、独立委員会検討期間の開始または終了の

有無を問わず、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施することを勧告します。 

但し、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての実施の勧告をした後も、以下のいずれ

かの事由に該当すると判断した場合には、本新株予約権の無償割当てに係る権利落ち日の前々営

業日までにおいては、本新株予約権の無償割当てを中止し、本新株予約権の無償割当ての効力発

生日以降、行使期間開始日（下記(4)「本新株予約権の無償割当ての概要」(f)において定義され

ます。）の前日までの間においては、本新株予約権を無償にて取得する旨の新たな勧告を行うこ

とができるものとします。 

(ｲ) 当該勧告後買付者が買付等を撤回した場合その他買付等が存しなくなった場合 

(ﾛ) 当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者による買付等が下記(3)

「本新株予約権の無償割当ての要件」に定める要件のいずれにも該当しないか、または該

当しても本新株予約権の無償割当てを実施することもしくは行使を認めることが相当で

ない場合 

② 本新株予約権の無償割当ての不実施を勧告する場合 

独立委員会は、買付者の買付等の内容の検討、買付者との協議・交渉等の結果、買付者によ

る買付等が下記(3)「本新株予約権の無償割当ての要件」に定める要件のいずれにも該当しない

か、該当しても本新株予約権の無償割当てを実施することが相当ではないと判断した場合には、

独立委員会検討期間の終了の有無を問わず、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当

てを実施しないことを勧告します。 

但し、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての不実施を勧告した後も、当該勧告の

判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者による買付等が下記(3)「本新株予約権の

無償割当ての要件」に定めるいずれかに該当すると判断し、本新株予約権の無償割当てを実施

することが相当であると判断するに至った場合には、本新株予約権の無償割当てを実施するこ

との新たな勧告を含む新たな判断を行い、これを当社取締役会に勧告することができるものと
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します。 

③ 独立委員会検討期間の延長を行う場合 

独立委員会が、当初の独立委員会検討期間の満了時までに、本新株予約権の無償割当ての実

施または不実施の勧告を行うに至らない場合には、独立委員会は、当該買付者の買付等の内容

の検討、当該買付者との協議・交渉、代替案の検討等に必要とされる合理的な範囲内で、独立

委員会検討期間を延長する旨の決議を行います（なお、当該期間延長後、更なる期間の延長を

行う場合においても同様の手続によるものとします。）。 

上記延長の決議により独立委員会検討期間が延長された場合、独立委員会は、その延長の目

的である情報収集、検討等を行うものとし、延長期間内に本新株予約権の無償割当ての実施ま

たは不実施の勧告を行うよう最大限努めるものとします。 

 

(e) 取締役会の決議 

当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して本新株予約権の無償割当ての実施ま

たは不実施等（本新株予約権の無償割当ての中止、本新株予約権発行後の無償取得を含みます。）

に関する会社法上の機関としての決議を速やかに行うものとします。 

買付者は、本プランに係る手続の開始後、当社取締役会が本新株予約権の無償割当ての実施ま

たは不実施に関する決議を行うまでの間、買付等を実施してはならないものとします。 

なお、当社取締役会は、本新株予約権の無償割当ての実施もしくは不実施等に関する決議を行

った場合、当該決議の概要その他の当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報

開示を行います。 

 

(3) 本新株予約権の無償割当ての要件 

当社は、買付者による買付等が下記のいずれかに該当し、かつ、本新株予約権の無償割当てを

実施することが相当と認められる場合、上記(2)「本プランに係る手続」(e)に記載される当社取

締役会の決議により、本新株予約権の無償割当てを実施することを予定しております。なお、上

記(2)「本プランに係る手続」(d)のとおり、買付者が下記の要件に該当し本新株予約権の無償割

当てを実施することが相当か否かについては、必ず独立委員会の判断を経て決定されることにな

ります。 

 

記 

 

(a) 下記に掲げるような、上記(2)「本プランに係る手続」(b)に定める情報提供及び独立委員会検

討期間の確保その他本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合 

① 当社取締役会に、当該買付等に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を与える

ことなく行われる買付等である場合 

② 独立委員会に本プランに定める独立委員会検討期間を与えることなく行われる買付等であ

る場合 

③ 本必要情報その他買付等の内容を判断するために合理的に必要とされる情報を十分に提供
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することなく行われる買付等である場合 

 

(b) 下記に掲げる行為その他これに類似する行為により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合 

① 株券等を買い占め、その株券等について当社に対して高値で買取りを要求する行為 

② 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠牲の下に

買付者等の利益を実現する経営を行うような行為 

③ 当社の資産を買付者等の債務の担保や弁済原資として流用する行為 

④ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、

その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機

会をねらって高値で売り抜ける行為 

⑤ 真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、専ら当社の株価を上昇させて当該株式

を高値で当社関係者等に引き取らせる目的で買収を行うような行為 

 

(c) 強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を株主

に対して不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付を行うことをいいま

す。）等株主に株式の売却を事実上強要するおそれのある買付等である場合 

 

(d) 買付等の条件（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関連する取引の仕組み、買付等の方

法の適法性、買付等の実現可能性を含みます。）が当社の株主共同の利益の源泉となる本源的価

値に鑑み、著しく不十分または不適当な買付等である場合 

 

(e) 買付者による支配権取得及び支配権の取得後における当社の利害関係者の処遇方針・事業計画等

により、当社の株主はもとより、従業員、顧客、取引先等の利害関係者の利益を毀損することに

より、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の著しい毀損につながるおそれがあると判断され

る買付等である場合 

 

(4) 本新株予約権の無償割当ての概要 

本プランに基づき実施する本新株予約権の無償割当ての概要は、以下のとおりです。 

 

(a) 本新株予約権の数 

本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以下「新株予約権無償割当て決議」といい

ます。）において別途定める一定の日（以下「割当期日」といいます。）における当社の最終の

発行済株式総数（但し、同時点において当社の有する当社株式の数を控除します。）に相当する

数とします。 

 

(b) 割当対象株主 

割当期日における当社の最終の株主名簿に記載または記録された当社以外の株主に対し、その
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保有する当社株式１株につき本新株予約権１個の割合で、本新株予約権を無償で割り当てます。

当社は本新株予約権の割当てを複数回行うことができます。 

 

(c) 本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

新株予約権無償割当て決議において別途定める日とします。 

 

(d) 本新株予約権の目的である株式の数 

本新株予約権１個の目的である株式[4]の数（以下「対象株式数」といいます。）は、別途調整

がない限り１株とします。 

 

(e) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の当社株式１株当たりの価額は、１円を下限として当社株式の１株の時価の２分の１の

金額を上限とする金額の範囲内で新株予約権無償割当て決議において別途定める価額とします。

なお、「時価」とは、新株予約権無償割当て決議に先立つ過去30日から180日の間で取締役会が

別途定める期間（取引が成立しない日を除きます。）の東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の各日の終値の平均値（気配表示を含みます。）に相当する金額とし、１円未満の端数

は切り上げるものとします。 

 

(f) 本新株予約権の行使期間 

新株予約権無償割当て決議において別途定めた日を初日（以下、かかる行使期間の初日を「行

使期間開始日」といいます。）とし、１ヶ月間から３ヶ月間までの範囲で新株予約権無償割当て

決議において別途定める期間とします。但し、下記(i)②項に基づき、当社が本新株予約権を取

得する場合、当該取得に係る本新株予約権についての行使期間は、当該取得日の前営業日までと

します。また、行使期間の最終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込取扱場所の休業日にあ

たるときは、その前営業日を最終日とします。 

 

(g) 本新株予約権の行使条件 

買付者等は、原則として本新株予約権を行使することができません。また、外国の適用法令上、

本新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とされる非居住者も、原則として本新株予約権を

行使することができません（但し、非居住者のうち当該外国の適用法令上、適用除外規定が利用

できる者等の一定の者は行使することができるほか、非居住者の有する本新株予約権も、下記(i)

項のとおり、当社による当社株式を対価とする取得の対象となります。)。さらに、本新株予約

権の行使条件を充足していること等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

[4] 将来、当社が種類株式発行会社（会社法第２条第13号）となった場合においても、①本新株予約権の行使により発行される当社株式

及び②本新株予約権の取得と引換えに交付する株式は、いずれも当社が本総会開催時において、現に発行している株式（普通株式）

と同一の種類の株式を指すものとします。 
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当社所定の書式による誓約書を提出しない者も、本新株予約権を行使することができません。 

 

(h) 本新株予約権の譲渡制限 

本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。 

 

(i) 当社による本新株予約権の取得 

① 当社は、行使期間開始日の前日までの間は、原則として独立委員会の勧告に基づき、当社が本新

株予約権を取得することが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定

める日において、全ての本新株予約権を無償にて取得することができるものとします。 

② 当社は、当社取締役会が別途定める日において、買付者等以外の者が有する本新株予約権のうち

当社取締役会が定める当該日の前営業日までに未行使のもの全てを取得し、これと引き換えに、

本新株予約権1個につき対象株式数の当社株式を交付することができます。当社はかかる本新株

予約権の取得を複数回行うことができます（本新株予約権の割当てが複数回となった場合には、

本新株予約権の取得はそれぞれの本新株予約権に対して行われるため、複数回行われることにな

ります。また、買付者等以外の者から本新株予約権の取得を行った後に取得対象外とした本新株

予約権者に買付者等以外の者が含まれることが判明した場合、当該買付者等以外の者を対象とし

て本新株予約権の追加取得を行うことがあります。）。 

③ 当社は、以上に加え、独立委員会の勧告に基づき、具体的な本新株予約権の無償割当て決議に際

して、相当性の観点から適切と考えられる場合には、①②以外の本新株予約権の取得に関する事

項（買付者等からの本新株予約権の取得に関する事項等）を定める場合があります。但し、買付

者等が所有する本新株予約権を取得する場合、その対価として金銭等の交付は行わないこととし

ます。 

 

(j) 合併、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転の場合の新株予約権の交付 

新株予約権無償割当て決議において別途定めます。 

 

(k) 新株予約権証券の発行 

本新株予約権に係る新株予約権証券は発行しません。 

 

(5) 本プランの更新手続  

本プランは、当社取締役会の決議により導入しておりますが、本総会において議案としてお諮

りし、株主の皆様のご承認をいただくことを条件として、有効期間を更新いたします。 

 

(6) 本プランの有効期間、廃止、変更及び停止 

本プランの有効期間は、本総会後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会終結の時までとします。 

但し、有効期間の満了前であっても、①当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議が

行われた場合、または②当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、
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本プラン及び本プランに基づく委任はその時点で廃止・撤回されるものとします。 

また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、上記(5)「本プランの更新手続」の

本総会による承認の趣旨に反しない場合（本プランに関する法令、金融商品取引所規則等の新設

または改廃が行われ、かかる新設または改廃を反映するのが適切である場合、誤字脱字等の理由

により字句の修正を行うのが適切である場合、または当社株主に不利益を与えない場合等を含み

ます。）、独立委員会の承認を得た上で、本プランを変更または一時的に停止する場合がありま

す。 

当社は、本プランの廃止または変更等がなされた場合には、当該廃止または変更等の事実及び

（変更等の場合には）変更等の内容その他の事項について、必要に応じて情報開示を速やかに行

います。 

 

(7) 法令等による修正 

本プランで引用する法令の規定は、平成28年５月10日現在施行されている規定を前提としてい

るものであり、同日以後、法令の新設または改廃により、上記各項に定める条項ないし用語の意

義等に修正を加える必要が生じた場合には、当該新設または改廃の趣旨を考慮の上、上記各項に

定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的な範囲内で読み替えることができるものとします。 

 

3. 株主の皆様等への影響 

(1) 本プランの導入時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

本プランの導入時点においては、本新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、株主及

び投資家の皆様に直接具体的な影響が生じることはありません。 

 

(2) 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

当社取締役会において、新株予約権無償割当て決議を行った場合には、新株予約権無償割当て

決議において別途定める割当期日における株主の皆様に対し、その保有する株式１株につき本新

株予約権１個の割合で本新株予約権が無償にて割り当てられます。仮に、株主の皆様が、権利行

使期間内に、金銭の払込みその他下記(3)「本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要

となる手続」(a)において詳述する本新株予約権の行使に係る手続を経なければ、他の株主の皆様

による本新株予約権の行使により、その保有する当社株式が希釈化されることになります。但し、

当社は、下記(3)「本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続」(b)に記載

する手続により、買付者等以外の株主の皆様から本新株予約権を取得し、それと引き換えに当社

株式を交付することがあります。当社がかかる取得の手続を取った場合、買付者等以外の株主の

皆様は、本新株予約権の行使及び行使価額相当の金銭の払込みをせずに、当社株式を受領するこ

ととなり、保有する当社株式１株あたりの価値の希釈化は生じますが、原則として、保有する当

社株式全体の価値の経済的な希釈化は生じません。もっとも、新株予約権それ自体の譲渡は制限

されているため、割当期日以降、本新株予約権の行使または当社による取得の結果、株主の皆様

に当社株式が交付される場合には、株主の皆様の振替口座に当社株式の記録が行われるまでの期

間、株主の皆様が保有する当社株式の価値のうち本新株予約権に帰属する部分については、譲渡
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による投下資本の回収はその限りで制約を受ける可能性がある点にご留意ください。 

なお、当社は、割当期日や本新株予約権の無償割当ての効力発生後においても、例えば、買付

者が買付等を撤回した等の事情により、本新株予約権の無償割当てに係る権利落ち日の前々営業

日までにおいては本新株予約権の無償割当てを中止し、または本新株予約権の効力発生日以降、

行使期間開始日の前日までにおいては、当社が本新株予約権者に当社株式を交付することなく無

償にて本新株予約権を取得し、結果として本新株予約権の無償割当てが行われなかったことと同

等の結果となる可能性があります。これらの場合には、１株あたりの株式の価値の希釈化は生じ

ませんので、本新株予約権の無償割当てが行われることを前提にして売買を行った投資家の皆様

は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。 

 

(3) 本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続 

(a) 本新株予約権の行使の手続 

当社は、割当期日における当社の最終の株主名簿に記載または記録された株主の皆様に対し、

原則として、本新株予約権の行使請求書（行使に係る本新株予約権の内容及び数、本新株予約権

を行使する日、当社株式の記録を行うための振替口座等の必要事項、ならびに株主ご自身が買付

者等でないこと等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式に

よるものとします。）その他本新株予約権の権利行使に必要な書類を送付いたします。本新株予

約権の無償割当て後、株主の皆様においては、権利行使期間内でかつ当社による本新株予約権の

取得の効力が発生するまでに、これらの必要書類を提出した上、本新株予約権１個あたり、１円

を下限として当社１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で当社取締役会が新

株予約権無償割当て決議において定める価額を払込取扱場所に払い込むことにより、本新株予約

権１個につき原則として１株の当社株式が発行されることになります。 

なお、社債、株式等の振替に関する法律の規定により、本新株予約権を行使する場合には、行

使の結果交付される当社株式の記録を行うための振替口座として、特別口座以外の口座をお知ら

せいただく必要がございますので、株主の皆様が本新株予約権を行使する際には、予め証券口座

等の振替口座を開設していただく必要がある点にご留意ください。 

 

(b) 当社による新株予約権の取得の手続 

当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の手続に従い、当

社取締役会が別途定める日の到来日をもって、本新株予約権を取得します。また、本新株予約権

の取得と引き換えに当社株式を株主の皆様に交付するときは、速やかにこれを交付いたします。

なお、この場合、かかる株主の皆様には、別途、ご自身が買付者等でないこと等についての表明

保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式による書面をご提出いただくことが

あります。また、本新株予約権の取得の対価として交付される当社株式の記録を行うための振替

口座の情報をご提供いただくことがあります。 

なお、独立委員会の勧告に基づく新株予約権無償割当て決議において、買付者等からの本新株

予約権の取得、その他取得に関する事項について定められる場合には、当社は、かかる定めに従

った措置を講じることがあります。 
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上記のほか、本新株予約権の割当て方法、行使の方法及び当社による取得の方法の詳細につき

ましては、新株予約権無償割当て決議が行われた後、株主の皆様に対して情報開示または通知い

たしますので、当該内容をご確認ください。 

 

四．上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

1. 本プランが基本方針に沿うものであること 

本プランは、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか否かを株

主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な情報や

時間を確保したり、株主の皆様のために大量買付者と協議・交渉等を行ったりすることを可能と

することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本

方針に沿うものです。 

 

2. 当該取組みが株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的と

するものではないこと 

当社は、次の理由から、基本方針に照らして不適切な者による支配を防止する取組みは、当社の

株主共同の利益を損なうものでなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではな

いと考えております。 

 

(1) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利

益の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を完全に充足しています。

また、経済産業省 企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化

を踏まえた買収防衛策の在り方」の提言内容にも合致しております。 

 

(2) 株主意思を重視するものであること 

本プランは、上記三.2.(5)「本プランの更新手続」にて記載したとおり、株主の皆様の意思を

反映させるため、本プランの導入を議案としてお諮りしております。本総会において、本プラン

につき株主の皆様のご承認が得られた場合には、本プランは更に本総会後３年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで更新されることになります。 

また、上記三.2.(6)「本プランの有効期間、廃止、変更及び停止」に記載したとおり、本プラ

ンの有効期間の満了前であっても、当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議がなされ

た場合、または株主総会で選任された取締役により構成される取締役会において本プランを廃止

する旨の決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、その意味で、

本プランの消長には、当社株主の皆様の意思が反映されることとなっております。 

 

(3) 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

当社は、本プランの導入にあたり、取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、本プ

ランの発動及び廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として独立委員会を
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設置しております。 

実際に当社に対して買付等がなされた場合には、上記三.2.(2)「本プランに係る手続」に記載

したとおり、こうした独立委員会が、独立委員会規則に従い、当該買付等が当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を毀損するか否か等の実質的な判断を行い、当社取締役会はその判断を最大

限尊重して会社法上の機関としての決議を行うこととします。 

このように、独立委員会によって、当社取締役の恣意的行動を厳しく監視するとともに、その

判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益に資する範囲で本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。 

なお、現在の独立委員会は、独立性の高い委員３名により構成されております（独立委員会委

員の選任基準、決議要件及び決議事項等については別紙１をご参照ください。また、独立委員

会の委員の氏名及び略歴は別紙２をご参照ください。）。 

 

(4) 合理的な客観的要件の設定 

本プランは、上記三.2.(2)(d)「独立委員会の勧告」及び三.2.(3)「本新株予約権の無償割当

ての要件」にて記載したとおり、合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されない

ように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保してい

るものといえます。 

 

(5) 外部専門家の意見の取得 

買付者が出現すると、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・ア

ドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を受け

ることができるものとしています。これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより

強く担保される仕組みとなっています。 

 

(6) デッドハンド型買収防衛策ではないこと 

上記三.2.(6)「本プランの有効期間、廃止、変更及び停止」に記載したとおり、本プランは、

当社の株券等を大量に買い付けた者が指名し、株主総会で選任された取締役により、廃止するこ

とができるものとして設計されており、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数

を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 
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（別紙１）独立委員会規則の概要 

 

・ 独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。 

・ 独立委員会の委員は、３名以上５名以内とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、(i)

当社社外取締役または(ⅱ)当社社外監査役、または(ⅲ)社外の有識者のいずれかに該当する者から、

当社取締役会が選任する。 

但し、社外の有識者は、実績ある会社経営者、官庁出身者、大学関係者、投資銀行業務もしくは当社

の業務に精通する者、弁護士、公認会計士もしくは会社法等を主たる研究対象とする研究者またはこ

れらに準ずる者でなければならず、また、別途当社取締役会が指定する善管注意義務条項等を含む契

約を当社との間で締結した者でなければならない。 

・ 独立委員会委員の任期は本総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結の時までとする。但し、当社取締役会の決議により別段の定めをした場合はこの限りで

ない。当社社外取締役または当社社外監査役であった独立委員会委員が、取締役または監査役でなく

なった場合（再任された場合を除く。）には、独立委員会委員としての任期も同時に終了するものと

する。 

・ 独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定の内容を、その理由を付して

当社取締役会に対して勧告する。当社取締役会は、この独立委員会の勧告を最大限尊重して、新株予

約権無償割当ての実施または不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行う。なお、独立委員

会の各委員及び当社各取締役は、こうした決定にあたっては、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、専ら自己または当社の経営陣の個人的利益を図

ることを目的としてはならない。 

① 本新株予約権の無償割当ての実施または不実施 

② 本新株予約権の無償割当ての中止または本新株予約権の無償取得 

③ その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に諮問した事項 

・ 上記に定めるところに加え、独立委員会は、以下の各号に記載される事項を行う。 

① 買付者及び当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報及びその回答期限の決定 

② 買付者の買付等の内容の精査・検討 

③ 買付者との交渉・協議 

④ 当社取締役会に対する代替案の提出の要求・代替案の検討・株主に対する代替案の提示 

⑤ 独立委員会検討期間の設定及び延長の決定 

⑥ 本プランの変更または停止の承認 

⑦ その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項 

⑧ 当社取締役会が別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項 

・ 独立委員会は、買付者に対し、提出された情報が本必要情報として不十分であると判断した場合には、

追加的に本必要情報を提出するよう求める。また、独立委員会は、買付者から買付説明書及び独立委

員会から追加提供を求められた本必要情報が提出された場合、当社取締役会に対しても、所定の期間

内に、買付者の買付等の内容に対する意見及びその根拠資料、代替案（もしあれば）その他独立委員

会が適宜必要と認める情報・資料等を提示するよう要求することができる。 
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・ 独立委員会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上という観点から買付者の買付等

の内容を改善させるために必要があれば、直接または当社取締役会を通して間接に、買付者と協議・

交渉を行うものとし、また、当社取締役会等の代替案の株主等に対する提示等を行うものとする。 

・ 独立委員会は、必要な情報収集を行うため、当社の取締役、監査役、従業員その他独立委員会が必要

と認める者の出席を要求し、独立委員会が求める事項に関する説明を求めることができる。 

・ 独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁

護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ること等ができる。 

・ 各独立委員会委員は、買付等がなされた場合その他いつでも独立委員会を招集することができる。 

・ 独立委員会の決議は、原則として、独立委員会委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行う。

但し、委員に事故あるときその他やむを得ない事由があるときは、独立委員会委員の過半数が出席し、

その過半数をもってこれを行うことができる。 
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（別紙２）独立委員会委員略歴 

 

独立委員会の委員は、以下の３名です。 

 

    龍野 廣道（たつの ひろみち） 

   【略歴】 

  昭和２３年１１月 １日生 

  昭和４６年 ４月 日本興業銀行 入行 

  昭和５６年 ９月 株式会社東京タツノ 取締役 

  昭和５９年 ５月 同常務取締役 

  昭和６１年 ５月 同代表取締役社長 

  平成 ８年 ５月 日本エンヂニヤー・サービス株式会社 代表取締役社長 

  平成２４年 ４月 株式会社タツノ 代表取締役社長（現任） 

 

    伊藤 哲朗（いとう てつろう） 

   【略歴】 

  昭和２３年１０月 ９日生 

  昭和４７年 ４月 警察庁入庁 

  平成１６年 １月 警察庁生活安全局長 

  平成１８年 １月 警視総監 

  平成２０年 ５月 内閣危機管理監 

  平成２６年 ４月 東京大学 生産技術研究所 客員教授（現任） 

 

    後藤 弘子（ごとう ひろこ） 

   【略歴】 

  昭和３３年１１月 １日生  

  平成 ６年 ４月 富士短期大学 経営学科 助教授 

  平成１４年 ４月 東京富士大学 経営学部 助教授 

  平成１６年 ４月 千葉大学 大学院専門法務研究科 教授（現任） 
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（別紙３）当社の大株主の状況    

    

平成 28 年 3 月 31 日現在の当社の大株主の状況は以下のとおりです。 

株      主      名 持   株   数 持  株  比  率 

富国生命保険相互会社 4,793 千株 7.01 ％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,440  5.03  

日本信号グループ社員持株会 3,197  4.68  

日本信号取引先持株会 2,833  4.15  

株式会社みずほ銀行 2,640  3.86  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 2,328  3.41  

Ｊ．Ｐ． ＭＯＲＧＡＮ ＢＡＮＫ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ  
Ｓ．Ａ． ３８０５７８ 

1,898  2.78  

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,792  2.62  

みずほ信託銀行株式会社 1,517  2.22  

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 1,422  2.08  

（注）1．富国生命保険相互会社は、上記のほかに当社の株式730千株を退職給付信託として信託設定し

ており、その議決権行使の指図権は同社が留保しております。 

2．持株比率は自己株式（61,170株）を控除して算出しております。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


